
 

 

様式第２号（第８条関係） 

岸和田市指令魅産第〇〇〇号 

令和６年５月14日 

岸和田市岸城町７番２号 

株式会社魅力創造 

代表取締役 産業 太郎 様 

 

岸和田市長  永野 耕平    

「がんばる岸和田」企業経営支援補助金交付決定通知書 
 

令和６年５月７日付けで申請がありました「がんばる岸和田」企業経営支援補助金について、交付することと決

定したので、「がんばる岸和田」企業経営支援補助金交付要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり通知します。 

 

記 

１ 交付対象事業区分 

省エネ設備導入 

２ 交付決定額 

 金845,000円 

３ 交付の条件 

 (1) 補助事業に要する経費の配分の変更をする場合においては、市長の承認を受けなければならない。 

(2) 補助事業の内容の変更をする場合においては、市長の承認を受けなければならない。 

(3) 補助事業を中止し、または廃止する場合においては、市長の承認を受けなければならない。 

(4) 補助事業完了後30日を経過する日又は令和７年２月28日のうちいずれか早い日までに、必要書類を添え、

市長に実績報告をしなければならない。 

(5) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに

市長に報告してその指示を受けなければならない。 

(6) 市長は、補助金の執行の適正を期し、補助事業の円滑な推進を図るため、当該担当職員に補助対象事業の

状況に関し、現地調査または関係者に質問若しくは必要な指示をさせることができる。 

(7) 当該補助事業に係る収入及び支出に関する帳簿並びに証拠書類を常に整備しておかなければならない。ま

た、市長から前項の帳簿等の提出の指示があったときは、当該帳簿等を速やかに提出しなければならない。 

(8) 当該補助事業の施行に関する書類及び帳簿等を、当該補助事業終了した年度の翌年度から起算して５年間

保存しなければならない。 

(9) 当該補助事業により取得した別表の財産は、取得した日から、別表の耐用年数を経過する前に、市長の承

認を受けず、処分（目的外使用、売却、譲渡、交換、貸し付け、担保に供すること）してはならない。 

＜別表＞ 

財産の名称等 耐用年数 

冷暖房設備（建物附属設備であって、冷凍機の出力が22ｋ

ｗ以下のもの。） 
13年 

冷房、暖房、通風又はボイラー設備（建物附属設備であっ

て、冷凍機の出力が22ｋｗ以下の冷暖房設備を除く。） 
15年 

冷房用又は暖房用機器（器具及び備品にあたるもの） ６年 

太陽光発電設備 17年 

定置用リチウムイオン蓄電池 ６年 

ＨＥＭＳ ５年 

燃料電池コージェネレーションシステム ６年 

その他の財産 
減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40

年大蔵省令第15号）に定める耐用年数に準ずる。 

以上 

印 


